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尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準等を定める条例第３条第１項、

第５項及び第６項に規定する市長が別で定めるものに関する要綱 

 

（目的） 

第１条 

この要綱は、尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準等を定める条

例（平成２４年尼崎市条例第５５号。以下「条例」という。）第３条第１項、第５項及び第６

項に規定する市長が別に定めるものについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（内容） 

第２条 

 条例の市長が別に定める事項は、次表のとおりとする。 

条例の規定 市長が別に定めるもの 

第３条第１項 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準(平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「省令」

という。)の次の規定とする。 

第５４条第２項 

以下の省令に規定する事業において準用する場合を含む。 

第５４条の５ 共生型児童発達支援の事業 

第５４条の９ 基準該当児童発達支援の事業 

第７１条 指定放課後等デイサービスの事業 

第７１条の２ 共生型放課後等デイサービスの事業 

第７１条の６ 基準該当放課後等デイサービスの事業 

第７１条の１４ 指定居宅訪問型児童発達支援の事業 

第７９条 指定保育所等訪問支援の事業 

第３条第５項 省令の次の規定とする。 

省令第２６条第５項 

以下の省令に規定する事業において準用する場合を含む。 

第７１条の１４ 指定居宅訪問型児童発達支援の事業 

第３条第６項 省令の次の規定とする。 

省令第３８条第３項 

以下の省令に規定する事業において準用する場合を含む。 

第５４条の５ 共生型児童発達支援の事業 

第５４条の９ 基準該当児童発達支援の事業 

第７１条 指定放課後等デイサービスの事業 

第７１条の２ 共生型放課後等デイサービスの事業 
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第７１条の６ 基準該当放課後等デイサービスの事業 

第７１条の１４ 指定居宅訪問型児童発達支援の事業 

第７９条 指定保育所等訪問支援の事業 

 

（補則） 

第３条 この要綱に定めることのほか、必要な事項は主管局長が別に定める。 

 

付 則  

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


